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地方分権改革の推進について 

全 国 知 事 会 

人口減少社会の到来、超高齢化の進行など社会経済が大きく変化する中、地

方公共団体が担う役割や事務は増大すると予想される。国と地方の役割分担の

下、地方公共団体は国と共に我が国の再生に向けて責任を共有し、地方創生を

含む諸課題に対して自らの判断と責任において取り組む覚悟である。そのため

には、まずは地方公共団体に期待される役割を果たせるよう、自らのプライド

を胸に、自らの足で立つ「自立自尊」の地方自治の姿を実現する必要がある。 

 特に、憲法において、地方自治の基本原則を表す「地方自治の本旨」を明確

化し、地方は住民に身近な公共的事務について、国民主権の原則の下、住民か

ら直接授権された固有の権能を有するとの観点から、国・地方の本来の在り方

を確立することが、我が国の民主主義の発展の鍵となる。 

 また、住民、企業、ＮＰＯ、ボランティア等々地域のあらゆる力を結集する

ことはもとより、国と地方、広域自治体と基礎自治体の基本的な役割分担を踏

まえた上で、緊急性、必要性、事務の性質などを勘案しつつ、前例にとらわれ

ずに他の地方公共団体や国とも大胆かつ柔軟に連携していくなど、多様な自治

の在り方を模索していくことが求められる。 

こうした認識の下、地方分権改革の推進について、以下のとおり提言する。 

１ 地域間格差を是正するための地方分権改革の一層の推進 

（１）国と地方の役割分担の見直しを踏まえた地方税財源の充実・確保

・ 国・地方の本来の在り方を踏まえ、国は外交、防衛など国際社会における

国家としての存立にかかわる事務など、本来国が果たすべき役割を重点的に

担う一方、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体に委ねていくという

基本的な改革の方向性を徹底すること。 

・ 国と地方の税収割合が概ね６対４であるのに対し、国と地方の歳出割合は

概ね４対６となっているのが現状である。国と地方の税源の配分を役割分担
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に見合うように見直し、この乖離を縮小していくことが必要である。来年１

０月に消費税・地方消費税率の引き上げが予定されている今こそ、地方が長

年主張してきた課題の解決に取り組む好機であるとの認識の下、地方税源の

充実とともに、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築す

ること。 

・ 今後一層増大する介護、医療などの社会保障サービスを適切に提供しつつ、

人口減少社会への対応や地方創生への取組を積極的に進めるためには、国・

地方を通ずる財政資源の充実が必要不可欠である。国・地方が連携・協力し

財政資源の充実を図る中で、地方の財政需要を地方財政計画に的確に反映し、

安定的な財政運営に必要となる地方一般財源総額を確保・充実すること。 

・ 地方交付税については、「地域固有の財源」であり、どの地域に住む国民

にも一定の行政サービスを提供するために必要不可欠のものであることか

ら、地方交付税の本来の在り方を十分に踏まえ、財源保障機能と財源調整機

能が適切に発揮されるよう、所要の総額を確保すること。特に、いわゆる「ト

ップランナー方式」の在り方について十分に検討を行うとともに、地方の改

革意欲を損ねることのないよう、地方公共団体の行財政改革により生み出さ

れた財源は必ず地方に還元すること。さらに、累増する臨時財政対策債につ

いては、臨時財政対策債の廃止や地方交付税の法定率の引き上げを含めた抜

本的な改革等を行うこと。 

 

２ 国の政策決定への地方の参画 

 

（１）国と地方の協議の場の充実 

・ 国と地方の協議の場は、地方からの開催申し出に対する応諾義務や協議結

果の遵守義務など、制度面での更なる充実を図ること。加えて、国と地方が

互いに協力して政策課題に対応していく観点から、協議の質を充実させるた

め、全てを本会議で協議するのではなく、「地方税財政分科会（仮称）」や「社

会保障分科会（仮称）」など分野別の分科会を設置すること。 

 

（２）立法プロセスへの地方の関与 

・ これまで進められてきた地方分権改革は、機関委任事務の廃止、国の関与

のルール化、義務付け・枠付けの見直しなど、地方公共団体の自主性・自立

性を高める観点から、いわゆる行政面の改革を中心としたものと言える。こ

れまでの行政面の改革から範囲を広げ、立法プロセスに地方公共団体が適切

に関与していく仕組みが必要である。議員立法により、義務付け・枠付けが

なされてしまう現状があることから、一例として、国会に常設の委員会とし
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て「地方分権推進委員会」又は調査会を設けるなど、国会の中に地方の声を

反映させるシステムを構築すること。 

 

３ 地方分権を実感できる改革の深化 

 

（１）「従うべき基準」をはじめとした義務付け・枠付けの見直し 

・ 義務付け・枠付けの見直しについては、これまで一定の進展があったが、

新たな法令等の制定により、地方は新たな計画策定や事務の実施を求められ、

また、「従うべき基準」が多用されるなど、地方の自由度が高まっていない

面もある。国が今後法令等を定める場合は、「従うべき基準」の設定は厳に

行わないなど、義務付け・枠付けが許容される基準について見直すこと。 

・ 地方分権改革推進委員会の第３次勧告において示された「義務付け・枠付

けに関する立法の原則」の法制化、政府における「チェックのための仕組み」

の確立を実現すること。 

・  福祉分野を中心として、施設等の面積、有資格者の人員配置などに関する

基準が「従うべき基準」とされ、地域の実情に応じた施設等の設置促進や適

正な運営に支障が生じているため、速やかに「従うべき基準」を廃止し、「参

酌すべき基準」等へ見直すこと。 

・ 放課後児童クラブに係る「従うべき基準」については、設置促進や合理的

な運営を行う上で多くの支障が生じていることから、速やかに「参酌すべき

基準」化を行い、放課後児童クラブの充実を図ることができるようにするこ

と。 

 

（２）地域公共交通制度の見直し 

・  地域住民の生活基盤を維持するためには、地域の実情に応じた公共交通体

系について、地域において自ら考え実行できる仕組みづくりが必要である。

そのため、路線バスのみならず区域運行バス、自家用有償旅客運送等につい

て地域の協議に基づき活用を促進できるよう制度を整えること。併せて、路

線バスやタクシーなどの旅客自動車運送事業の許可権限の移譲をはじめ、地

域公共交通会議において地方公共団体が調整権限を発揮できる運営方法等

の確立など、地方公共団体が主体的に地域の公共交通の形成に関与する仕組

みづくり及び必要な支援等について検討すること。これにより、関係する法

規制を横断的に見直し、地域の実情に応じた地域公共交通の円滑な導入を可

能とする制度を構築すること。 

 

（３）一元的な雇用・産業振興政策の実現 
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・ 雇用政策は産業振興、人材教育、移住定住促進、貧困対策など地方公共団

体の担う行政施策や、生産性向上や働きやすい職場づくりなどの働き方改革

が求められる中、これらを一体的に実施することができる地方版ハローワー

クの拡大を支援すること。 

・ 国のハローワークと同等の求人・求職情報等を地方が使用できるよう情報

の共有化を進めるなど、地方版ハローワークにおいて、国と地方の連携の在

り方などについて不断の見直しを行うこと。 

・ 国のハローワークの地方移管の実現に向け、地方版ハローワーク等の地方

の取組の成果や課題を検証し、国と地方の役割分担などについて必要な見直

しを行うこと。 

・ 地方創生の実現のためには、地域経済の活性化は不可欠である。地域経済

を支える中小企業や農林水産業への支援については、国と地方公共団体が実

施する事業とが適切に連携することで、効果を上げることができる。都道府

県を介さず、国の出先機関が直接実施している事業、民間事業者などに直接

交付している補助金（いわゆる「空飛ぶ補助金」）は、一部の省庁において

は未だに多くを占めており、地方公共団体が実施する事業との連携が図られ

ないため、自由度を高めた上で、可能な限り都道府県を実施主体にするか、

又は都道府県に交付すること。 

 

（４）「提案募集方式」等の見直し 

・ 「提案募集方式」は、過日成立した第８次地方分権一括法に成果が示され

るように、地方分権改革の手法として一定の役割を果たしているが、昨年も

約７０件の提案が検討対象外とされている。「国が直接執行する事業の運用

改善」なども提案対象とすることや、過去と同内容の提案が複数の団体から

あった場合には検討対象とすることや、一律に具体的な支障事例を求めない

ことなど地方の意欲と知恵を十分に活かせるよう制度を拡充すること。 

・ 提案の検討に当たっては、具体的な支障事例や制度改正の効果などの立証

責任を地方のみに課すのではなく、国が地方に委ねることによる支障などの

立証・説明責任をしっかりと果たせない場合には、原則として地方への権限

移譲や規制緩和を行う方式とすること。 

・ 権限移譲に関する提案について、全国一律の権限移譲を基本としつつも、

先行地域における実証制度として地域特性を活かせる「手挙げ方式」を積極

的に活用するとともに、広域的な行政ニーズに柔軟かつ効果的に対応でき、

地方自治法に基づき国からの権限移譲の受け皿となり得る広域連合などの

活用、さらに、実証実験的に権限移譲する方式を導入するなど、地方からの

提案が最大限酌みとられるよう対応すること。 
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・ 国家戦略特区・地方創生特区への地方からの提案を積極的に採択するとと

もに、認められた規制緩和のうち地方公共団体への義務付け・枠付けの見直

しに当たるものについては、特区に指定された地域に限定せずに規制緩和を

実現すること。 

・ これまでの対応方針において、「検討を行う」又は年次を示して「結論を

得る」とされた事項について、平成３０年の検討においても重点事項として

取り上げるなど、今後も引き続きフォローアップを行い、提案の実現に努め

ること。 

・ 国の地方分権改革推進本部及び有識者会議においては、現在の「提案募集

方式」の取組に加え、国と地方の役割分担など制度的な課題について検討を

開始するなど、地方分権改革を一層推進するための新たな手法についても検

討を行うこと。 

 

（５）地域の実情に応じた施策展開の実現 

・ 法の改正により、地方公共団体内の選択により首長の下での一元的な事務

の実施が可能となる文化財保護に関する事務と同様に、博物館をはじめとす

る社会教育に関する事務など、様々な施策と連動させることにより効果的・

効率的に実施できる事務について、各地方公共団体の判断により首長部局で

の実施を可能とすること。 

 

（６）事務・権限の移譲などを円滑に進めるための措置 

・ 地方分権改革による事務・権限の移譲などを円滑に進めるため、財源措置、

移譲などのスケジュール、研修の実施・マニュアルの整備などについて、地

方の意見を十分に反映して、具体的な検討と調整を早期に進めること。 

・ 特に、地方が十分な予算・人員を確保して住民サービスを確実に提供でき

るよう、移譲に伴って生ずる新たな財政需要の内容を具体的かつ早期に示す

とともに、それらに対応する財源を確実に措置すること。 

・ 適正な法執行の観点から、地方公共団体が十分な準備期間を確保できるよ

う、地方への事前情報提供を含め、政省令の整備を法の公布後３ヶ月以内に

行うこと。 

・ 国の法令の改正に伴い、地方公共団体の条例の制定改廃が必要となる場合、

法令の公布から施行までに十分な期間を確保するなど、地方公共団体の条例

案の検討や議会での審議が十分になされるよう配慮すること。 

 

４ 地方分権改革を推進するにあたり、さらに検討を深める事項 
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（１）地域のガバナンスと住民自治 

・ 地方公共団体を取り巻く現下の厳しい環境を踏まえた場合、首長と議会の

二元代表制の機能をいかんなく発揮することはもとより、国と地方、また、

都道府県と市町村の基本的な役割分担を前提としつつも、リソースの最大活

用の観点から行政の連携を柔軟に考えていく必要性がある。 

・ 既に一部の地方公共団体で取組が進められているが、都道府県と市町村、

都道府県間や市町村間、また、遠隔の地方公共団体間、更には地方公共団体

と国といった形で、多様かつ柔軟な連携を通じてあらゆるリソースを有効か

つ効率的に活用する取組を支援すること。 
・ 地方版ハローワークのように、これまでの国と地方の役割分担を乗り越え、

新しい形態の国・地方協働型の仕組みによる行政運営を推進すること。 
・ 地域の自主的な共助活動を支える組織として、地域運営組織の重要性がよ

り高まっているが、こうした組織体の活動を支援すること。 
 

（２）憲法と地方自治 

・ 地方分権改革のこれまでの成果の上に立ち、国の立法プロセスに地方の声

を一層反映していくとの観点からすると、参議院選挙区の合区の解消や、地

域代表制のあり方等、憲法改正に向けた議論を積極的に行う必要がある。 

・ 地方自治に関する日本国憲法第８章についても、国と地方の役割分担を根

本から問い直し、法律と条例の効力の関係（立法における分権）、地方税財

政に関する保障など多様な論点から議論を深めること。 




